第１４章　物価及び家計
卸売物価の動向
昭和56年の大阪市卸売物価指数は、年平均で133.2（昭和50年を100とする）となり、昭和55年に比べ0.9パーセントの下落となった。
前年比の下落は、50年基準に改定後初めてのことで、その要因としては、55年史から続いた需要不振と在庫調整の遅れなどが考えられる。
類別にみると、下落したものとしては、1 月から3月の海外相場安による非鉄のマイナス17.2パーセント、建築材料等の需要不振による木材のマイナス15.4パーセント、調味料のマイナス7.2パーセント等である。一方、上昇したものとしては、肥料・飼料の9.4パーセント、畜産加工品の9.0パーセント、書籍・雑誌の8.6パーセント等である。
消費者物価の動向
昭和56年平均の大阪市消費者物価指数は、総合指数で、104.9（昭和55年を100とする）となり、昭和55年平均に比べ4.9パーセントの上昇となった。
最近年次の上昇率の推移をみると、50年が12.3パーセント、51年が9.5パーセント、52年が7.9パーセント、53年が4.1パーセント、54年が3.4パーセント、55年が7.2パーセントとなっており、前年高騰に転じたものの再度沈静化の傾向をみせている。
56年平均の消費者物価の上昇を費目別にみると、光熱が10.1パーセントと最も大きく、以下教育の6.4パーセント、諸雑費の6.0パーセント、教養娯楽の5.4パーセント等、10大費目全てについて上昇となった。
内訳をみると、光熱では水道料の26.3パーセント、教育では教科書・学習参考書の10.1パーセント、諸雑費では、理美容サービスの7.1パーセント、教養娯楽では、書籍・他の印刷物の7.8パーセントが大きな上昇を示している。
一方、消費者物価の地域差を６大都市別にみると、全国を100として、東京都区部108.6 （食料105.0）､横浜市107.1（同104.9）、京都市105.3（同106.0）､大阪市103.2（同103.5）、名古屋市103.0（同104.3）、神戸市102.9（同102.9）の順となっており、総合では東京都区部、食料では京都市がそれぞれ最も高くなっている。
家計費の概況
昭和56年の大阪府勤労者世帯の１世帯（世帯人員3.7人、有業人員1.3人、世帯主の年齢42.4歳）平均の実収入は36万5151円で、前年と比較して3.4パーセントの増加となったが、この１年間に消費者物価（大阪市総合指数）が4.9パーセント上昇したので、実質では1.4パーセントの減少となった。内訳をみると、世帯主収入（31万8831円）、は実質1.9パーセントの減少で、世帯主以外の収入（２万4323円）は実質3.2パーセントの増加となった。
また、可処分所得（実収入から非消費支出を引く）は31万6773円で前年比2.8パーセントの増加、実質2.0パーセントの減少となった。
消費支出（生計費）は24万8320円で前年比1.4パーセントの増加、実質3.3パーセントの減少となった。
消費支出を五大費目別にみると、食料費（7万3356円）、被服費（２万2528円）、雑費（11万7177円）が､それぞれ3.0パーセント、5.1パーセント、5.0パーセントと実質減少し、住居費（2万2722円）、光熱費（１万2537円）が0.7パーセント、5.7パーセントと実質増加した。
また、エンゲル係数は29.5パーセントで、前年と同じとなった。
非消費支出（税金・社会保障費等）は４万8378円で前年比7.4パーセントの増加。
このような勤労者世帯の家計収支のバランスをみると、平均消費性向（消費支出を可処分所得で割る）は78.4パーセントで前年を1.1ポイント上回り、また貯蓄純増（貯金･保険掛金から貯金・保険取金を引く）は３万9531円で前年比5.3パーセントの増加となり、平均貯蓄性向（貯蓄純増を可処分所得で割る）は12.5パーセントで前年より0.3ポイント上回った。
なお、黒字は６万8453円で前年比8.4パーセントの増加となった。
